
６．記述式問題の経緯
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大学入学共通テストにおける記述式問題
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令和３年度大学入学者選抜に係る大学入

学共通テスト問題作成方針（令和元年６

月７日大学入試センター）を基に作成

大学入学者選抜において、記述式問題を導入することにより、
①解答を選択肢の中から選ぶのではなく、自らの力で考え出すことにより、より主体的な思考力・判断力の
発揮が期待できること、

②文や文章を書いたりすることを通じて思考のプロセスがより自覚的なものとなることにより、より論理的
な思考力・表現力の発揮が期待できること、

③記述により自らまとめた新しい考えを表現させることにより、思考力や表現力の発揮が期待でき、特に文
や文章の作成に当たって、目的に応じて適切な表現様式を用いるなど、表現力の発揮が期待できること、

といった受験者の思考力・判断力・表現力をより的確に評価することが可能

導 入 延 期 決 定
時点までの資料

【国語】
①出題科目・範囲

「国語」：「国語総合」の内容（近代以降の文章のみ）
②問題作成の方針

【数学】
①出題科目・範囲

「数学Ⅰ」「数学Ⅰ・数学Ａ」：「数学Ⅰ」の内容に関わる問題のみ
②問題作成の方針

・マーク式問題と混在させた形で小問３問を作成する。
・数式等を記述する問題を作成する。

【採点】
○ 記述式問題の採点は、民間事業者に採点作業を委託しながら、大学入試センターで実施

・小問３問で構成される大問１問を作成する。
・実用的な文章を主たる題材とするもの、論理的な文章を主たる題材とするもの又は両方を組み合わせたものと

する。
・文章等の内容や構造を把握し、解釈して、考えたことを端的に記述することを求める。
・小問３問の解答する字数については、最も長い問題で80～120字程度を上限として設定することとし、他の小

問はそれよりも短い字数を上限として設定する。



国立大学の二次試験における国語、小論文、総合問題に関する募集人員の概算

国立大学の二次試験において、国語、小論文、総合問題のいずれも課さない学部の募集
人員は、全体の61.6%（49,487人/80,336人）

86

導 入 延 期 決 定
時点までの資料

（学部単位の募集人員数の合計）

募集人員

国語 小論文 総合問題 国語、小論文、
総合問題の
いずれも
課さない

必須 選択 課さない 課す 課さない 課す 課さない

前期 64,787
15,803 4,757 44,227 3,949 60,838 1,149 63,638 39,470 

24.4% 7.3% 68.3% 6.1% 93.9% 1.8% 98.2% 60.9%

後期 15,549
50 258 15,241 4,203 11,346 1,041 14,508 10,017 

0.3% 1.7% 98.0% 27.0% 73.0% 6.7% 93.3% 64.4%

全体 80,336
15,853 5,015 59,468 8,152 72,184 2,190 78,146 49,487 

19.7% 6.2% 74.0% 10.1% 89.9% 2.7% 97.3% 61.6%

注１）「小論文」と「総合問題」について、選択科目となっている場合は、「小論文を課す」「総合問題を課す」として計上し
ている。

注２）総合問題とは、複数教科を総合して学力を判断する総合的な問題を指す。

※各大学が発行した「平成28年度入学者選抜要項」を基に、文部科学省において作成

※下段は割合



「大学入学共通テスト」国語記述式問題の利用割合
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令和３年度大学入学者選抜における一般選抜の利用予定（導入見送り前）

注１）令和３年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テストにおいて、国語の記述式問題の利用を予定している

選抜区分（一般選抜）の数を文部科学省が調査したもの（令和元年10月11日時点）

注２）選抜区分 ： 学部・学科や入試方法等ごとに設定される入試を実施する上での単位

一般選抜を
予定している
選抜区分数

Ａのうち、
共通テストの活用を

予定している
選抜区分数

Ｂのうち、
国語記述式問題の

利用を予定している
選抜区分数

割合

（大学数） Ａ Ｂ Ｃ Ｃ/A

国立大学 （82大学） 1,572 1,571 1,550 98.6%

公立大学 （91大学） 589 589 564 95.8%

私立大学 （585大学） 8,103 3,994 2,948 36.4%

計 （758大学） 10,264 6,154 5,062 49.3%

導入見送り決定
時点までの資料

（令和元年11月21日時点）



記述式問題の例①

88【出典】平成29年５月大学入試センター公表資料「『大学入学共通テスト（仮称）記述式問題のモデル問題例』」より

導入見送り決定
時点までの資料



89【出典】平成29年５月大学入試センター公表資料「『大学入学共通テスト（仮称）記述式問題のモデル問題例』」より



記述式問題の例②

90【出典】平成30年度試行調査 数学①〔数学Ⅰ・数学Ａ〕「問題」・「正解等」

導入見送り決定
時点までの資料



問題採点関連業務の委託事業者の選定
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公告期間：令和元年６月７日（官報掲載日）～８月８日（入札書提出期限）
開 札 日 ：令和元年８月30日14時
落札方式：一般競争入札（総合評価落札方式）
業務概要：①「大学入学共通テスト」における記述式問題の採点業務

②「大学入学共通テスト」の記述式問題の採点に関する準備事業の実施
契約期間：契約締結日～令和６年３月31日

（株）学力評価研究機構

6,160,943,470円（令和元年度～令和５年度までの額）

２社

令和元年９月30日、大学入試センターと（株）学力評価研究機構において契約締結

１．調達概要

２．落札業者

３．落札価格

４．応札者数

５．契約日

＜参考＞試行調査における国語及び数学の記述式問題採点事業者
○平成29年度（５万人規模）

契約の相手方：（株）ベネッセコーポレーション、調達方法：一般競争入札（総合評価）、契約額：111,573,396円

○平成30年度（10万人規模）
契約の相手方：（株）ベネッセコーポレーション、調達方法：一般競争入札（総合評価）、契約額：259,110,900円

導入見送り決定
時点までの資料



採点プロセスのイメージ－複数の視点からの組織的・多層的な採点体制の構築－
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採点期間中の研修及び業務開始前テスト

採
点
結
果

◆採点者は、上位採点者及び品質管理専門チームによるチェックに基づ
き、逐次、上位採点者から説明や指導を受ける。

◆採点者は、毎日、採点業務を始める前に、必ず“業務開始前テスト”を受
ける。合格点に達しなかった採点者は、採点業務に従事することがで
きない。

採点① 採点② 採点③
一致

◆各設問の解答は、独立した３名以上の採点者が、
採点を行う（２名が採点し、１名が確認する）。

不
一
致

採点④

一次採点者による採点

◆一次採点者の採点結果が一致しなかった場合は、上位採点者
（採点リーダー）が採点を行う。

◆随時、一次採点者の採点をチェックし、必要な指導を行う。

採点⑤
◆採点リーダーの採点結果が、一次採点者の採点結果のいずれ

とも一致しなかった場合は、さらに上位の採点者（統括採点
リーダー）が採点を行う。

採点リーダーによる採点

統括採点リーダーによる採点

一致不
一
致

検討不要

◆統括採点リーダーにおいて、検討が必要とされた場合は、大学
入試センターへの確認を含め、採点責任者において協議の上、
採点を行う。

採点責任者による採点

要
検
討

品質チェック

解
答

◆複数の観点から採点結果
をチェック。

・解答の類型ごとのチェック

・ダミー答案によるチェック

・無作為抽出によるチェック

など

◆一致しない要因などを
分析・精査して、採点
過程にフィードバック。

・逐次、上位採点者を通じて、
全採点者へ周知・指導

・業務開始前テストに反映し、
全採点者の理解を徹底

・改善が図られない採点者の

採点結果は使用しない、

又は、採点業務から外す等

の対応を実施協議

品質管理専門チーム逐
次
反
映

チェック及び指導

導入見送り決定
時点までの資料



「大学入学共通テスト」実施方針及び策定に当たっての考え方（平成29年７月）（抜粋）①
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「大学入学共通テスト」実施方針

５．出題教科・科目等

○ 「国語」、「数学I」、「数学I・数学Ａ」については、８.で見直しを行うマークシート式問題
に加え、記述式問題を出題する。

※ 次期学習指導要領に基づくテストとして実施することとなる平成３６年度以降、地理歴史・
公民分野や理科分野等でも記述式問題を導入する方向で検討を進める。

６．記述式問題の実施方法等

（１） 国語 【（２）数学も同様】

③出題・採点方法

○ 記述式問題の作問、出題、採点はセンターにおいて行う。

○ 多数の受検者の答案を短期間で正確に採点するため、その能力を有する民間事業者を有効に
活用する。

○ センターが記述式問題の採点結果をマークシート式問題の成績とともに大学に提供し、各大
学においてその結果を活用する。

※ センターが共通テストにおいて作問、出題、採点する記述式問題とは別に、各大学が個別選
抜において一定の期日に出題・採点に利用することができるようセンターが大学の求めに応じ
記述式問題及び採点基準を提供する方式の導入も検討する。

導入見送り決定
時点までの資料



「大学入学共通テスト」実施方針及び策定に当たっての考え方（平成29年７月）（抜粋）②
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「大学入学共通テスト」実施方針策定に当たっての考え方

６．記述式問題の実施方法等

＜検討経緯＞

○ 記述式問題の実施期日を含む全体の制度設計については、昨年８月、記述式問題の導入意義、評
価すべき能力や作問の構造、採点の方法・体制等を全体として考慮した上で、１月に実施しセン
ターが採点する案、12月に実施しセンターが採点する案、１月に実施しセンターがデータを処理
し、それを踏まえて各大学が採点する案の三つの案を提示した。

○ このうち、各大学が採点を行う案については、限られた期間の中で実施でき、作問内容の柔軟な
設定が可能となるなどの点で優れた選択肢である一方、大学の負担・体制や私立大学の入試日程、
個別選抜との関係等も考慮し、多くの大学が共通テストの記述式問題を活用できるようにするため、
①センターが解答の形式面を確認し、各大学が採点する（パターン１）、②センターが段階別評価
まで採点を行い、各大学で確認する（パターン２）の２つに整理し、平成28年11月に関係団体に
提示した。

○ これを受け、国立大学協会の「大学入学者選抜試験における記述式問題出題に関する国立大学協
会としての考え方」（平成28年12月）では、すべての国立大学受検者に、個別試験で論理的思考
力・判断力・表現力等を評価する高度な記述式試験を課すことを目指すこと、パターン２を、具体
的な問題例と採点基準等を今後十分に吟味した上で５教科７科目の中の国語において、国立大学の
一般入試の全受検者に課す方向で検討すること、パターン１を、各大学の個別試験問題として活用
することができるよう、各大学の求めに応じて大学入試センターが提供する方向で検討すること、
などの考えが示された。

また、日本私立大学団体連合会の「「大学入学希望者学力評価テスト（仮称）」の検討状況に関
する意見」（平成28年10月）では、記述式問題を大学が採点する案について、日程や体制の問題
から実質的に不可能であり、採点の統一性の観点からセンターが責任をもって行うことが必要とさ
れた。

導入見送り決定
時点までの資料



「大学入学共通テスト」実施方針及び策定に当たっての考え方（平成29年７月）（抜粋）③
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「大学入学共通テスト」実施方針策定に当たっての考え方

○ パターン２については、２回にわたるセンターのモニター調査（フィージビリティ検証）を通し
て、大規模共通かつ一斉の選抜試験を想定した記述式問題のモデル問題の作成及び公表に向け、条
件設定や採点基準、試験時間等の検証を行った。

モデル問題案は、以下の要件を満たすものとした。

ア．後述の＜評価すべき能力・問題類型等＞で示す評価すべき能力測定が可能な問題であること

イ．短期間での採点が可能な問題であること

ウ．選抜試験であることから、客観性・公平性を確保した採点が可能な問題であること

エ．一定の時間内で解答が可能な問題であること

モニター調査を通じ、受検者が思考・判断・表現を求められる具体的な場面を、条件として適切に
設定することにより解答パターンがある程度限定され、短期間での客観性・公平性を確保した採点
（＊）が見込めること、国語全体の試験時間は100分程度で収まることなど、上記ア～エの要件等に
ついて確認することができた。今後、平成29年度に５万人規模の大規模なプレテストを実施する予
定であり、上記の検証項目や採点期間等について更に検証していく。

＊ 国語で評価すべき能力を踏まえ出題した記述式問題の答案について、今回の調査では数百人規模の実施であったが、①80～

120字で表現することなど文字数も含め、受検者が思考・判断・表現を求められる具体的な場面を条件として適切に設定するこ

と、②採点者が方針を共有しやすいよう採点基準を明確にすること、③採点者が上位判定者に協議し採点の信頼性を確保する

多層的な採点体制をとることなどが、採点の精度を担保するための重要なポイントとなることが確認された。今後、モニター

調査の更なる分析を進めるとともに、平成29年11月予定の大規模プレテスト（５万人）を通じて、こうした条件設定や採点基

準、採点体制に加えて、採点の検収や自己採点の在り方等についても更に検証していく。

導入見送り決定
時点までの資料



平成29・30年度試行調査の結果
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導入見送り決定
時点までの資料

「
実
施
方
針
」
の
策
定
・
公
表

（

29

年
７

月
）

試
行
調
査
の
実
施

（

30

年
度
）

「
実
施
大
綱
」
の
策
定
・
公
表

（

31

年
度
初
頭
目
途
）

「
大
学
入
学
共
通
テ
ス
ト
」
の
実
施

試
行
調
査

受検
者数

国語 数学 国語 数学

対象
者

約6.5万人 約5.4万人 約6.8万人 約6.6万人

問 １ ２ ３ あ い う １ ２ ３ あ い う

不一
致率

27.3% 21.2% 30.5% 10.6% 4.0% 7.2% 30.2% 33.4% 28.2% 6.6% 14.7% 10.2%

補正
率

0.05% 0.07% 0.63% 0.41% 0.00% 0.29% 0.23% 0.34% 0.31% 0.00% 0.01% 0.03%

試
行
調
査
の
実
施

（

29

年
度
）

2017年度
（Ｈ29）

2018年度
（Ｈ30）

2019年度
（Ｒ１）

2020年度
（Ｒ２）

「
大
学
入
学
共
通
テ
ス
ト
」
の
導
入



大学入学共通テストにおける記述式問題について指摘された課題
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①質の高い採点者の確保
 採点事業者においては、これまでの実績等から、適正な試験によって質の高い採点者を十分に確保できる見込み。
 実際の採点者は令和２年の秋から冬にかけて学力試験、面接等により選抜の上、必要な研修を行い確保する予定であった。

⑤民間事業者が行う他の教育事業との関係
 正答の条件に基づく採点の採点事業者に対し、採点業務に伴い知り得た一切の情報の漏洩や目的外使用の禁止を契約に規定。また、

採点業務を受託したことを利用した宣伝行為をベネッセグループ全体で自粛いただき、社会的疑念が生じることがない体制が確保
されるよう努めてきた。

⑥障害等がある受験者に対する配慮
 通常の解答用紙への記述が困難な受験者に対して、解答用紙の解答欄やレイアウトの変更などを行うほか、それでも困難な受験生

に対しては、パソコンやタブレットを用いた入力を可能にするためのソフトウェアの開発を行ってきた。
 令和２年度の早い時期に公開することで、普段の授業等で活用しながら、円滑な準備が可能になるように進めてきた。

②正確な採点
 採点者への事前研修の実施、複数の視点で組織的・多層的に採点を行う体制の構築、準備事業における一連のプロセスの検証・改

善、品質管理専門チームの設置、ダミー答案を活用したチェックや無作為抽出によるチェックなどにより、採点の質の向上が可能。
 一方で、記述式問題の性質上、５５万人の答案を短期間で採点する中で、採点ミスをゼロにすることは極めて困難。

③採点結果と自己採点の不一致の解消
 正答の条件に基づく採点の仕方について説明した資料の周知（令和元年度内）のほか、模擬答案を用いた自己採点動画の提供等に

ついて検討してきた。これらによって、採点結果と自己採点の一致率が一定程度上がることが見込まれるものの、大幅に上昇する
ことは困難。

④守秘義務の徹底
 採点事業者に守秘義務を課し、違反した場合の損害賠償等も規定した契約の締結や、採点者等に対し試験実施前に試験問題を類推

できる情報を開示しないことなどを定めた機密保持契約の締結などにより、採点業務に関する機密性を保つ体制は確保可能。



萩生田文部科学大臣 発言骨子（令和元年12月17日）

１．大学入学共通テストにおける記述式問題の導入に関して指摘されている課題に対する
検討状況について、大学入試センターから、

① 事業者においては必要な採点者確保の目途が立っているものの、試験等による選抜、
研修を経て実際の採点者が決まるのは来年の秋から冬になる

② 元教員等の専門的知見を有する者による品質管理専門チームを設けるなどにより一
定の採点精度の向上は図れるが、採点ミスの可能性は依然として残る、

③ 自己採点の不一致を一定程度改善できる方策は検討したものの、大幅に改善するこ
とは困難である

などと伺った。

２．これを受け、文部科学省としては、再来年（令和3（2021）年）１月実施の大学入学
共通テストにおける記述式問題の導入については、受験生の不安を払拭し、安心して受
験できる体制を早急に整えることは現時点において困難であり、記述式問題は実施せず、
導入見送りを判断。

３．論理的な思考力や表現力を評価する記述式問題が果たす役割は重要。各大学の個別選
抜における記述式問題の積極的な活用をお願いしていく。また、文部科学大臣の下に設
置する検討会議において、共通テストや各大学の個別選抜における記述式問題の在り方
など大学入試における記述式の充実策についても検討。
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萩生田文部科学大臣の閣議後記者会見における冒頭発言（令和元年12月17日）①

○ 大学入学共通テストにおける記述式問題について申し上げます。

この問題について、この間、国会での御指摘等も踏まえ、累次にわたり協議を続けてまいりました。最終的に

先週及び昨日、大学入試センターの山本理事長から二度にわたり検討状況に関する現状の報告を受けました。

また、昨日は、大学入試センターを訪問し、極めて厳密な体制で試験問題の作成などの試験実施業務が行われ

ていることも伺ってまいりました。

○ 文部科学省としては、大学入学共通テストにおける記述式問題の導入に関して指摘されている課題に対し、ど

のような改善が可能かできる限りの方策を大学入試センターとともに検討し、採点事業者に必要な対応を求める

など様々な努力を重ねてまいりました。

○ その結果として、

・ 一つには、採点事業者に守秘義務を課し、違反した場合の損害賠償等も規定した契約の締結や、採点者等に

対し試験実施前に試験問題を類推できる情報を開示しないことなどを定めた機密保持契約の締結などにより、

採点業務に関する機密を保つ体制を確保いたしました。

・ また、採点事業者に対し、採点業務に伴い知り得た一切の情報の漏洩や目的外使用の禁止を契約に規定して

いるほか、採点業務を受託したことを利用した宣伝行為を、同社のグループ全体で自粛していただき、社会的

疑念を招くことのない体制の確保に努めてきました。

・ さらに、障害のある受験生に対しては、記述式問題を導入することに伴い、解答欄の大きさやレイアウトを

変更した解答用紙を用意すること、それでも解答が難しい受験者に対しては、パソコンやタブレットを用いた

入力を可能にするためのソフトウェアの開発などを行うなど新たな受験上の配慮を行い、それらをこれまでよ

り早期に公表することとするなど、種々の検討・対応を進めてまいりました。
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萩生田文部科学大臣の閣議後記者会見における冒頭発言（令和元年12月17日）②

○ 同様に、採点の質、自己採点と採点結果との不一致の課題についても、真摯に取り組んでまいりました。

大学入試センターによりますと、

・ まず、採点体制については、採点事業者としては、示された採点期日までに採点を完了するために必要な質

の高い採点者を確保できる目途は立っているということであります。

一方で、実際の採点者は、採点事業者において、適正な試験等により選抜し、更に必要な研修を行うという

慎重なプロセスを経て適任者を得ることとしております。このため、実際の採点者が決まるのは来年の秋から

冬になるということであります。

・ 採点の精度を上げることについては、２度の試行調査の検証結果も踏まえ、採点事業者において、当初の予

定より更に多人数の視点で組織的・多層的に採点を行う体制の構築や、元教員等の専門的知見を有する者によ

る品質管理専門チームを設け、ダミー答案を活用したチェックや無作為抽出によるチェックなどを行うなど、

大学入試センターとしても更なる採点精度の向上を図ることが可能であるということでありますが、採点ミス

を完全になくすところまで至るには限界があるということでありました。

・ このため、各大学での個別選抜の前に、記述式問題の採点結果を本人に開示することも含め検討しましたが、

採点スケジュールや各大学への成績提供の開始時期との関係から調整・解決すべき点が多く、少なくとも来年

度からこれを行うことは現実的には困難との判断になりました。

その検討に当たっては、共通テストを12月や１月上旬に早めることも再度検討しましたが、12月については、

受験までに高校の学習内容を終了することができないことや各種の体育大会や文化行事の日程との関係などか

ら難しく、１月上旬に早めることについても、年末年始の時期に、試験問題の配送や厳重な保管などを確実に

行う上で問題があり、困難との判断になりました。

・ 自己採点については、２度の試行調査において、国語で約３割が自己採点と採点結果が不一致となりました。

これについては、正答の条件に基づく採点の仕方について説明した資料を年度内に周知することに加え、模擬

答案を用いた自己採点動画の提供による自己採点シミュレーションの支援なども検討いたしました。これらに

よって、一定程度の改善が期待できるとのことでありましたが、自己採点の不一致を大幅に改善することは困

難であるということでありました。
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萩生田文部科学大臣の閣議後記者会見における冒頭発言（令和元年12月17日）③

また、作問の工夫によって、自己採点しやすい設問にすることも検討いたしました。しかし、その場合、論

理的な思考力や判断力を評価するという記述式問題導入の本来の趣旨を損なうことになりかねないとの判断に

至ったとのことであります。

○ これらを受け、文部科学省としては、

・ 採点体制について、採点事業者として必要な数の質の高い採点者の確保ができる見通しは立っていることは

認められるものの、実際の採点者については、来年秋以降に行われる試験等による選抜、研修の過程を経て確

定するため、現時点では、実際の採点体制を明示することができません。

・ 採点の精度については、様々な工夫を行うことにより、試行調査の段階から更なる改善を図ることはできる

と考えておりますが、採点ミスをゼロにすることまでは期待できず、こうした状況のもとで、試験の円滑かつ

適正な実施には限界があると考えております。

・ 自己採点については、様々な取組を行うことにより、一定の改善を図ることができることは確認しましたが、

採点結果との不一致を格段に改善することまでは難しく、現状では、受験生が出願する大学を選択するに当

たって支障になるとの課題を解決するにはなお不十分だと考えております。

○ この間、国会審議をはじめとして本件に関し様々なご意見が出され、受験生の立場に立って、早く結論を出す

ことが何をおいても重要だと考えてまいりました。

○ これらのことから、再来年（令和３（2021）年）１月実施の大学入学共通テストにおける記述式問題の導入に

ついては、受験生の不安を払拭し、安心して受験できる体制を早急に整えることは現時点において困難であり、

記述式問題は実施せず、導入見送りを判断をいたしました。

○ 再来年１月の共通テストに向け勉強している生徒や、保護者、教師をはじめとする関係者の皆様にはご迷惑を

おかけする結果となり、誠に申し訳なく思いますが、ご理解を賜りたいと存じます。
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萩生田文部科学大臣の閣議後記者会見における冒頭発言（令和元年12月17日）④

○ 今般の大学入試改革は、子供たちが未来を切り拓くために必要な資質・能力の育成を目指して、高校教育改革、

大学教育改革とともに「高大接続改革」の一環として取り組んでいるものであります。初等中等教育を通じて論

理的な思考力や表現力を育て伸ばすことは、大変重要であり、それらを評価する観点から、大学入試において記

述式問題が果たす役割が大きいことに変わりはありません。

今回、令和３年１月の大学入学共通テストでは記述式問題は実施せず、導入見送りを判断しましたが、各大学

の個別選抜において記述式問題の活用に積極的に取り組んでいただきたいと考えており、文部科学省として、各

大学に対してそうした取組をお願いしていきたいと思います。

また、私の下に設置する検討会議において、共通テストや各大学の個別選抜における記述式問題の在り方など

大学入試における記述式の充実策についても検討してまいりたいと考えております。
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「大学入学共通テスト」への記述式問題及び「大学入試英語成績提供システム」の導入に向けた関連経費

※記述式問題については、各年度の予算積算上、大学入学共通テストへの記述式問題導入に特化した経費（委員会開催のための旅費・謝金等を含む）を計上
している。

※ＯＭＲ（光学式マーク読取装置）の整備については、定期更新によるものであるため計上していない。 103

○記述式問題（記述式導入に特化した経費のみを計上） ○大学入試英語成績提供システム

平 成
27 年度

0.1億円

・テストに係る作問イメージ（モデル問題）の作成
・それらの信頼性、妥当性についての実証的な検討

平 成
28 年度

0.1億円

・テストに係る作問イメージ（モデル問題）の作成
・それらの信頼性、妥当性について実証的な検討

平 成
29 年度

2.5億円 0.1億円

・記述式の作問・採点を含むテストの信頼性・妥当性につい
ての実証的検証、試験問題の難易度、運営上の問題の検証、
試行調査（プレテスト）における採点の実施等

・内容や方針等を検討する委員会の開催や調査の実施

平 成
30 年度

8.8億円 3.2億円

・記述式の作問・採点を含むテストの信頼性・妥当性につい
ての実証的検証、試験問題の難易度、運営上の問題の検証、
試行調査（プレテスト）における採点の実施、システムの
構築等

・共通ＩＤ発行等のためのシステムの構築
・内容や方針等を検討する委員会の開催や調査の実施

令 和
元 年 度

4.1億円 3.4億円

・記述式問題の導入に対応したシステムの構築や受験上の配
慮対応等

・採点準備事業の実施

・共通ＩＤ申請・受付のための業務委託
・コールセンターの設置



７．我が国の入試制度の概要
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大学入試の基本的な考え方

大学入試の円滑な実施に資するため、以下のような省令や基本方針に基づき、多様な
入試方法や学力検査の在り方等について、毎年度、大学・高等学校関係者との協議を踏ま
え、ガイドラインとして「大学入学者選抜実施要項」を定め、各大学に通知している。

105

○大学設置基準（昭和31年10月22日文部省令第28号）
（入学者選抜）

第２条の２ 入学者の選抜は、公正かつ妥当な方法により、適切な体制を整えて行うものとする。

（基本方針）
大学入学者選抜は、各大学（短期大学を含む。以下同じ。）が、それぞれの教育理念に基づき、

生徒が高等学校段階までに身に付けた力を、大学において発展・向上させ、社会へ送り出すという
大学教育の一貫したプロセスを前提として、各大学が、卒業認定・学位授与の方針（ディプロマ・
ポリシー）や教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）を踏まえ定める入学者受入れ
の方針（アドミッション・ポリシー）に基づき、大学への入口段階で入学者に求める力を多面的・
総合的に評価することを役割とするものである。

このことを踏まえ、各大学は、入学者の選抜を行うに当たり、公正かつ妥当な方法によって、入
学志願者の能力・意欲・適性等を多面的・総合的に判定する。（略）

平成31年度大学入学者選抜実施要項（平成30年６月４日付文部科学省高等教育局長通知）より



令和２年度大学入学者選抜日程
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大学入試センター試験の概要
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大学入試センター試験とは

大学入学志願者の高等学校段階における基礎的な学習の達成の程度を判定することを主たる目的として、
大学が共同して実施する試験。

【大学入試センター試験導入の背景】

昭和54年度から実施された共通一次学力試験は、大学の2次試験との組み合わせによる多様な選抜の実現に寄与するとともに難
問・奇問を排した良質な問題を確保するなどの成果を挙げた。

一方で、私立大学が基本的に参加しなかったことで、効果が限定的であり、 ５教科７科目（昭和62年度から５教科５科目）の画一
的な利用が大学の序列化をもたらすなどの課題が生じた。

このため、選抜に利用する教科・科目は各大学が自由に選択可能（アラカルト方式）とし、設置主体を問わず各大学が多様な選抜
資料の一つとして利用できる試験として、共通一次学力試験の成果を引き継ぎつつ、大学入試の個性化・多様化に貢献する試験とし
て導入。

【大学入試センターが果たす役割】

１

４３

２難問奇問を排除した良質な問題の確保

アラカルト方式による各大学に適した利用国公私立大学及び公私立短期大学を通じた
入試改革

各大学が実施する試験との適切な組合せに
よる大学入試の個性化・多様化

昭和53年度以前は、高等学校教育の程度や範囲を超えた難問
奇問の出題が少なくありませんでしたが、共通一次学力試験や
大学入試センター試験の導入により、難問奇問を排除した良質
な問題が確保されるようになり、高等学校等の関係者からも高
い評価を受けています。

大学入試センター試験を利用することで、小論文、面接等を
実施する大学や推薦入試、帰国子女・社会人を対象とした特別
入試を実施する大学が増えています。このように大学入試セン
ター試験は大学入試の個性化・多様化に貢献しています。

公私立大学・短期大学の利用数は、令和２年度入試では、
774大学・短期大学であり（平成31年３月31日現在）、利用し
た大学・短期大学からも好評を得ています。

大学入試センター試験では、利用教科・科目を各大学が自由
に指定できるアラカルト方式により、各大学がその大学・学部
に必要な教科・科目を指定することができます。



大学入試センター試験実施の流れ
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）

（
経
過
措
置
対
応
問
題
）

問
題
作
成
・
印
刷

出
願
受
付

試
験
場
の
指
定

受
験
票
の
送
付

試
験
問
題
等
の
輸
送

本
試
験
・
翌
週
追
試
験

試
験
実
施

答
案
受
領

成
績
提
供

答
案
読
取
り
・
採
点

・約700の試験会場、計約２万個
の専用コンテナをトラック、
鉄道貨物、航空貨物により６
日間で発送

・各大学は到着後、コンテナの内
容を確認してセンターに報告
し、金庫等で厳重保管

約55万人の志願票を19日間で処理
（不備への対応を含む）

延べ約710万枚の答案を4日間で読取
り処理(Optical Mark Reader)

センターと実施大学との連絡は、試験専用の電
話69台及びファックス30台を使用

・約700の試験会場、約1万試験
室で4万人の大学教職員が、
試験本部作業、試験監督、受
付、警備等を担当

【出典】独立行政法人大学入試センター提出資料
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大学入試センター試験実施業務と良質な問題の作成

４月 ８月７月６月５月 11月10月９月 12月 ３月２月１月

対
高
校
説
明
会

試
験
実
施
業
務

受験案内作成

問
題
作
成

実施マニュアル作成

印刷

試験問題案作成 問題案の推敲・点検委員会の指摘への対応

校正

本
試
験

追
試
験

受
験
案
内
配
付

対
大
学
説
明
会
①

対
大
学
説
明
会
②

受
験
票
送
付

点字試験問題等の作成

・
登
録
内
容
修
正

・
試
験
場
割
当

・
不
備
訂
正

出
願
受
付

受験上の配慮
の出願前申請

○２カ年かけた丁寧な問題作成
・各大学等の教員約460名が、年間40～50日、センターで問題作成に従事

○複層的な点検体制
・問題作成経験者による科目別の点検 約150名
・教科横断的な総合点検、重複確認 約 30名
・高校関係者による出題範囲等の点検 約100名

○試験終了後の外部評価と自己評価
・研究開発部による問題毎の正答率などの詳細な分析をもとに、高校教員・教育研究

団体による外部評価と作題委員による自己評価の結果を次年度からの作問に反映

問題の

外部評価

自己評価

試
験
問
題
の
輸
送

【出典】独立行政法人大学入試センター提出資料109



大学入試センター試験の時間割

一般の試験時間 1.3倍の試験時間 1.5倍の試験時間

第
一
日
目

地理歴史
公民

2科目受験 9:30 ～ 11:40（130分） 9:30 ～ 12:20（170分） 9:30 ～ 12:40（190分）

1科目受験 10:40 ～ 11:40（60分) 11:00 ～ 12:20（80分） 11:10 ～ 12:40（90分）

国語 13:00 ～ 14:20（80分） 13:20 ～ 15:05（105分） 13:25 ～ 15:25（120分）

外国語

筆記 15:10 ～ 16:30（80分） 15:35 ～ 17:20（105分） 15:55 ～ 17:55（120分）

英語 (ﾘｽ) 17:10 ～ 18:10（60分） 17:45 ～ 18:55（70分） 18:20 ～ 19:35（75分）

第
二
日
目

理科① 9:30 ～ 10:30（60分） 9:30 ～ 10:50（80分） 9:30 ～ 11:40（90分）

数学① 11:20 ～ 12:20（60分） 11:20 ～ 12:40（80分） 11:30 ～ 13:00（90分）

数学② 13:40 ～ 14:40（60分） 13:40 ～ 15:00（80分） 13:45 ～ 15:15（90分）

理科②
2科目受験 15:30 ～ 17:40（130分） 15:30 ～ 18:20（170分） 15:45 ～ 18:55（190分）

1科目受験 16:40 ～ 17:40（60分） 17:00 ～ 18:20（80分） 17:25 ～ 18:55（90分）

配慮を必要とする受験生のために、配慮委員会の審査を経て、通常の試験時間の1.3倍および1.5倍
の試験時間延長を設定 → 終了時間は、英語(ﾘｽﾆﾝｸﾞ)の再開テストがない場合でも19:35に

出題科目の増加（6教科30科目）、受験パターンの複雑化（地歴公民、理科②の1科目
受験と2科目受験など）、配慮のための取組等により、試験時間の余裕が乏しく、 (利
用大学や大学入試センターにとって）試験実施の負担やコストが極めて大きい現状

【出典】独立行政法人大学入試センター提出資料110



大学入試センター試験から大学入学共通テストへ

【出典】独立行政法人大学入試センター提出資料

大学入学共通テストの実施・運営

○ 大学入試センター試験の実施・運営とほぼ同じ

大学入学共通テスト問題作成の基本的な考え方※

○ 大学入試センター試験における問題評価・改善の蓄積を生かしつつ、高等学校教育の成果として
身に付けた、大学教育の基礎力となる知識・技能や思考力、判断力、表現力を問う問題を重視

○ 「どのように学ぶか」を踏まえた問題の場面設定
高等学校における「主体的・対話的で深い学び」の実現に向けた授業改善のメッセージ性も考慮し、授業におい
て生徒が学習する場面や、社会生活や日常生活の中から課題を発見し解決方法を構想する場面、資料やデータ等
を基に考察する場面など、学習の過程を意識した問題の場面設定を重視

大学入学共通テストの成績提供等

○ 個人別成績データとして、得点合計、科目別得点

○ 参考情報として科目ごとの９段階の段階表示及び国語における大問別得点

○ 国公私立大学 令和3年2月8日以降
※特例追試験は、令和3年2月18日以降

※令和３年度大学入学者選抜に係る大学入学共通テスト問題作成方針
大学入試センターHP（https://www.dnc.ac.jp/）
トップ → 大学入学共通テストのバナー → 試験情報 → 大学入学共通テスト出題教科・科目の出題方法
等及び大学入学共通テスト問題作成方針
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高等学校学習指導要領の開設科目（昭和45年～）及び共通一次学力試験・大学入試センター試験の出題科目
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独立行政法人大学入試センターの概要

独立行政法人大学入試センターとは

大学が共同して実施する試験に関し、一括処理することが適当な業務（試験問題の作成・印刷及び輸送、
答案の採点・集計・各大学への成績提供 等）を実施。

○独立行政法人大学入試センター法（平成11年法律第166号）（抄）

（センターの目的）
第３条 独立行政法人大学入試センター（以下「センター」という。）は、大学に入学を志願する者に対し大学が共同して実施するこ

ととする試験に関する業務等を行うことにより、大学の入学者の選抜の改善を図り、もって大学及び高等学校（中等教育学校の後期
課程及び特別支援学校の高等部を含む。以下同じ。）における教育の振興に資することを目的とする。
（業務の範囲）

第13条 センターは、第三条の目的を達成するため、次の業務を行う。
一 大学に入学を志願する者の高等学校の段階における基礎的な学習の達成の程度を判定することを主たる目的として大学が共同し

て実施することとする試験に関し、問題の作成及び採点その他一括して処理することが適当な業務を行うこと。
二～四 （略）

２・３ （略）

【大学入試センターと利用大学の役割】

●大学入試センターの役割
・試験問題の作成、印刷、輸送
・受験案内、実施マニュアルなどの作成
・出願の受付、試験場の指定、受験票の交付
・答案の採点、集計
・試験成績などの各大学への提供
・試験成績の本人通知

●利用大学の役割
・大学入学共通テストの利用教科・科目及び各大学ごとの学力検査などの予告
・試験問題作成に携わる者の派遣
・試験場の設定、試験監督者などの選出
・志願者への受験案内の配付
・試験問題の保管・管理
・試験の実施、答案の整理・返送、試験成績の請求
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独立行政法人大学入試センターの組織体制

理事長 山本 廣基

理 事 義本 博司

監 事（常 勤） 永代 達三

監 事（非常勤） 大隈 暁子

試験・研究統括官 大津 起夫

試験・研究副統括官 山地 弘起

（研究開発部長）

■役員等氏名

■役職員数

■組織図

（※全て令和2年4月1日時点）

役員

理事長 1

理事 1

監事 1（1）

試験・研究統括官 1

試験・研究副統括官（※） 1

総務部・試験企画

部・事業部

事務職員・

技術職員
107〈9〉

研究開発部
教授・准教

授・助教
14

合計 125〈9〉(1)

（注 1）〈 〉は特定有期雇用で外数で示す
（注 2）（ ）は非常勤で外数で示す
（注 3）※研究開発部長と兼務

【出典】独立行政法人大学入試センター要覧 令和２（2020）年度 から抜粋・作成
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大学入試センター試験及び大学入学共通テストにおける委員会組織図（令和2年1月～）
（独立行政法人大学入試センターの各種委員会）

【出典】独立行政法人大学入試センター提出資料 115



大学入試センターの予算（令和2年度）

（単位：百万円）

（注）金額は、百万円未満を四捨五入しているため計が一致しない場合がある。

【出典】独立行政法人大学入試センター要覧 令和2（2020）年度 から作成

【収入】
125.6億円

【支出】
125.6億円

検定料
9,586（76.3%） 試験実施経費

9,792（78%）

人件費（事業費）
895（7.1%）

大学改革推進等補助事業費
1,433（11.4%）

予備費
30（0.2%）

物件費
70（0.6%）

人件費（一般管理費）
185（1.5%）

入学者選抜方法
改善研究経費

137（1.1%）

大学入学共通テスト
情報提供経費
14（0.1％）

大学改革推進等補助金

1,433（11.4%）

その他
12（0.1%）

成績通知手数料
357（2.8%）

成績提供手数料
1,168（9.3%）
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大学入学者選抜の国際比較①（制度の基本）

117

※1 出典：ドイツ連邦統計局「Allgemeinbildende Schulen（2017年度）」、フランス国民教育・青少年省RERS-2019、（アメリカ）ECS, Age Requirements for Free and Compulsory Education (Nov, 2017)、中国教育部ウェブサイト
「2018年教育統計データ」（http://www.moe.gov.cn/s78/A03/moe_560/jytjsj_2018/）、韓国教育統計ポータル『教育統計分析資料集2019年版』（https://kess.kedi.re.kr/index）。

※2 出典：教育指標の国際比較平成25（2013）年版
※3 出典：「図表で見る教育 ＯＥＣＤインディケータ（2019年版）」234頁（B4.3）（ドイツ及びイギリスは留学生を除いた進学率）。
※4 高等教育への初回進学率は、以前に他の高等教育段階で教育を受けずに、初めて高等教育に入学する学生のうち、学士課程レベルへの入学者の比率。括弧内は学士課程レベルのほか、職業技術教育を含む

短期高等教育プログラムなども併せた高等教育全体に関する比率。
※5 大学型高等教育の修了率は、大学型高等教育の卒業者数を、その標準的な入学年（修業年限）の入学者数で除した値である。
※6 各大学が設ける選抜枠には修学能力試験の成績を利用しないものもあるため必須ではないが、進学可能性を高めるためほぼすべての受験生が受験する。

ドイツ フランス イギリス 中国 韓国 日本

ギムナジウム、総合制学校 リセ シックスフォーム 高級中学 高等学校 高等学校

45.3%
※1

（2017年）
85.7%

※1

（2017年）
88.0%

※2

（2010年）
95.2%

※1

（2018年）
99.7%

※1

（2019年）

98.8%

（2019 年）

49% (60%) 55% (m) 66% (74%) 38% (67%) 58% (m) 49% (79%)

短期高等教育
プログラム

m 61% 59% 不明 78% 89%

学士課程プログ
ラム

80% 41% 72% 不明 94% 93%

ギムナジウム等が提供する後期中等教
育プログラムの平常成績及びアビトゥア
試験結果の総合判定によりアビトゥアを
取得した者は、原則として、希望する大
学、専攻に入学可能。

※志願者が定員を上回ることが予測される場

合、大学入学財団がアビトゥアの成績及びアビ

トゥア取得後経過した期間（待機期間）に基づ

き、定員の40％を選考。残り60％の入学定員

は、各高等教育機関がアビトゥアの成績、適性

試験、面接等により独自に選考。

原則として、バカロレア取
得者は希望する大学の
第１期課程に無選抜で入
学可能。

※志願者が定員を上回る場

合、志願者の履修計画、動

機、知識・技能等が考慮され

る。

※大学以外の高等教育機関

（グランゼコール等）はバカ

ロレア取得のほか個別の選抜

試験等により選考。

GCE・Aレベル試験の成績

により決定。他には、中等
学校からの内申書や、大学
や学部によっては面接結果
も考慮。

各大学は全国統一入学試験の成
績及び高級中学段階での学力試
験の成績や総合資質評価の結果を
用いて入学者を決定する。

※北京大学や清華大学等、一部の大学で

は特定の分野に対して、全国統一入学試

験の成績（全体評価の85％以上）のほ

か、各大学が実施する個別の入学者選抜

試験の成績及び高級中学段階での総合資

質評価に基づいて合格者を決定する「強

基計画」（2020年9月～）を実施。

この他、英語以外の外国語のための枠や

推薦入学等の限定的な出願条件を満たし

た者を対象に学力試験等を実施し、入学

させるルートがある。

①国による共通試験の成績②
高校での学習成績や教科外活
動について記した学校生活記
録簿（内申書等）、③個別大学
における論述や面接の結果の
組合せによって選抜されてい
る。

※各大学の選抜では、科目の学力を

問う試験が禁止されている。

国公立：大学入試
センター試験と個
別大学の入試によ
り選考。

私立大学：個別大
学の入試により選
考（大学入試セン
ター試験を利用す
る場合もある）。

※この他、推薦・ＡＯ

入試など多様な評価に

より選考。

○（州レベル） ○ △ ○ △※6 △

アビトゥア バカロレア

大学がそれぞれ定める。
※通常は、義務教育修了時（16

歳）に受験するGCSEで数科目、

後期中等教育修了時（18歳）に

受験するGCE・Aレベルにおいて

2、3科目について、大学が求め

る水準の成績を取得しているこ

と。

高級中学段階の学校を卒業してい
るか同等の学力を持つ者。

高等学校卒業、法令に基づき高
卒と同等程度の学力が認めら
れる者

高等学校、中等教
育学校の卒業又は
12年間の正規の

学校教育の修了

アビトゥア取得

※後期中等教育プログラムの履修要件・成績要

件を満たした上で、修了時にアビトゥア試験を

受験。平常成績と試験結果を総合判定。

バカロレア取得

※普通バカロレア及び技術バ

カロレアは、リセ第2学年終

了時に予備試験、第3学年終

了時に本試験を受験し、平均

10点以上（20点満点）で合格

する。

GCE・Aレベル試験におい

て大学が求める学力水準の
証明。

省・自治区・直轄市ごとの高級中学
学力試験の合格等

高等学校において所定の課程
を修了（修了試験はない）

高等学校において
所定の課程を修了
（修了試験はない）

10月 9月 9月 9月 3月 4月

大学それぞれが定める
※通常はハイスクール卒業あるいはそれと同等の資

格（GED合格など）。

主に9月

38%

大学型高等教育修
了率（2017年）
※4及び５

大学入学資格

大学進学のための主な後期中等
教育機関

大学入学時期

大学進学のための主な後期中等
教育機関進学率

大学進学のための後期中等教
育修了要件

（半数近くの州では、2017年時点で、12年間

の初等中等教育が全て義務教育となってい
る。）※1

開放型：ハイスクール卒業あるいはそれと同
等の資格を持つ者はすべて入学可能（コミュ
ニティカレッジ等）。

基準以上入学型：主としてハイスクールの成
績とSATやACTの結果に基づき一定の基準

に達している者は入学可能（多くの州立大
学）。

総合判定型（競争型）：SAT、ACTの得点及

びハイスクールの成績に加え、小論文や面
接などを課し、多様な基準に基づき総合的に
判定（有名私立大学等）。

アメリカ

m (49%)

△

高等教育への初回進学率

（2017年）※3及び4

ハイスクール

9%

入学者の決定方法

主に各州で定める修了要件単位の取得
※ニューヨーク州のように統一試験を課して
いる場合もある。

共通試験の有無
(○：必須　△：任意)
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ドイツ フランス イギリス 中国 韓国 日本

アビトゥア試験 バカロレア試験
GCE・Aレベル

（General Certif icate of Education）

SAT
（Scholastic Assessment Test）

ACT
（American College Testing Program）

全国統一入学試験 大学修学能力試験
大学入試

センター試験

各州の教育所管省 教育所管省

５試験団体で実施
・AQA(慈善団体)
・ CCEA（準政府機関）
・ Pearson Edexcel（株式会社
Pearsonの持つ試験団体）
・ OCR（ケンブリッジ大学の非営
利部門）
・WJEC（慈善団体兼保証有限
責任会社）
［参考］スコットランドはSQA（政
府外公共機関）。
※どの団体の試験を受ける
かは所属する中等学校が決
定(中等学校が試験会場)

College Board

（非営利の民間団体）

ACT

（非営利の民間団
体）

教育部試験センター
（国（教育部）直属の機関）

韓国教育課程評価院
（政府傘下の研究機関）

（独）大学入試セン
ター

記述式・口述式 記述式・口述式 記述式

マークシート式
（希望者を対象とする
小論文については記

述式）

マークシート式
（希望者を対象とする
小論文については記

述式）

択一
記述（小論文含む）

マークシート マークシート

PBT（紙媒体） PBT（紙媒体） PBT（紙媒体） PBT（紙媒体） PBT（紙媒体） PBT（紙媒体） PBT（紙媒体） PBT（紙媒体）

・3領域(読解／言語能

力・記述／数学）
・上記のほか、希望者
を対象とする小論文

※外国語の設定なし

（参考：教科別テスト）
5領域（英語／歴史／

数学／理科／外国語
［読解。言語の種類に
よってはリスニング有
り］）、20種類

※難関大学において２科目
程度必要。

※外国語には日本語を含
む。

L：○

R：○

S：○

W：○
※英語を口述試験の対象科目として選択してい
ない生徒については、Sは通常の授業期間内に
評価。

L：〇

R：〇

S：〇

W：〇
※L及びSの試験は、R及びWの

試験とは別に実施。
※バカロレアの種類により実

施技能・方法は異なる。

L：○

R：○

S：○

W：○

（教科別テストのみ）

L：○（言語によってはリ

スニングがないテストの選

択が可能。リスニングの設

定がない言語もある。）

R：○

S：×

W：×

【外国語科目は設定
されていない】

L：

R：

S：

W：

L：○

R：○

S：×

W：○

L：○

R：○

S：×

W：×

L：○

R：○

S：×

W：×

6領域（国語、数学（カ型／ナ

型）、英語、韓国史、探求（社会
探求／科学探求／職業探求）、
第2外国語／漢文）40科目

※外国語には日本語を含む。

1回

1月(+追試験)

・4領域（英語／数学

／読解／理科）
・上記のほか、希望
者を対象とする小論
文

※外国語の設定なし

＜3＋Ｘ方式＞

主要3教科に１教科を選択

＜3＋3方式＞

主要3教科に3教科を選択

＜3＋1＋2方式＞

主要3教科に「物理・歴史のうち1科
目」、「政治、地理、化学、生物のう
ち2科目」を選択

※主要３科目：「言語・文学」、
「数学」、「外国語（主に英
語）」
※主要３科目以外の科目：「文科
総合」、「理科総合」、「文理総
合」
※外国語には日本語を含む。

試験回数・時期

実施主体

1回

6月初旬

1回

5～6月

7回

(8、10、11、12、3、5、

6月)

1回

6月

外国語科目における４技
能評価の状況

アメリカ

設 定 科 目 数

共通試験

試験方式

1回

4～5月（記述式）

5～7月（口述式）
※ノルトライン・ヴェストファーレン州

の場合

一般に、3領域（言語・文学・芸術／社会

科学／数学・自然科学・技術）から1科目

ずつ、ドイツ語、外国語、数学から2科目

の計5科目を選択し、うち記述試験を3科

目以上、口述試験を1科目以上で構成。

※州により記述試験と口述試験の内訳は異な
る。

※外国語には日本語を含む。

取得を目指すバカロレア
の種類により異なる。

 ※普通（3コース）及び技術

（8コース）は予備試験と本

試験で必修10科目程度と自由
選択最大2科目。

職業（90以上の専門領域）は
必修７科目、自由選択最大2

科目及び各専門領域の試験。
※外国語には日本語を含む。

解　答　方　式

7回

（9、10、12、2、

4、6、7月）

実施団体ごとに異なる。
（参考：実施団体のひとつ
Edexcelの2020年夏実施科

目の場合、45科目）

※通常３科目程度を選択。
※日本語はPearson Edexcelが提
供する試験のみ設定。

6教科29科目

1回

11月
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ドイツ フランス イギリス 中国 韓国 日本

①ギムナジウム（大学進学者が就学する
中等教育機関）
②ギムナジウム教員
③ギムナジウム教員

①リセ（高校）
②リセ教員
③リセ教員

①中等学校
②中等学校教員
③Examination Board

（AQA、Edexcel等の主に5

つ ）が雇用した者（元教員

や校長など教育関係者）

①ハイスクール、コミュ
ニティ・カレッジ、大学

②不明
③ETS

①ハイスクール、コ
ミュニティ・カレッジ、
大学

②不明
③ACT

①高級中学
②各試験会場の試験実施責任者、
試験実施区域の責任者に任用され
た教員など
③教育試験院

①高校（在学中の高校ではな
い）又は中学校
②高校教員、中学校教員
③教育課程評価院

①試験参加大学
②大学教員
③大学入試セン
ター

①ギムナジウム教員
②英語をアビトゥア試験の口述試験の対
象科目としている生徒については、口述
形式で評価。口述試験の対象科目としし
ていない生徒については、通常の授業
期間内に担当教師が口述形式で評価
し、結果は平常成績に反映される。いず
れも具体的な評価体制は不明。

①リセ教員
②共通の評価・採点シー
トを用いて採点

①Examination Boardが雇

用した者
②受験者と評価者が対面で
採点

― ― ― ― ―

①ギムナジウム教員
②他の科目と同様に、当該校の教科教
師が2人採点を行い、両者のアビトゥア評

点（0～15点）が4点差以上になった場

合、州の上級の監督官庁から指名され
た他校の教師が改めて採点を行う。

①リセ教員

②国の定める評価基準
に基づき採点

①Examination Boardが雇

用した者

②試験用紙の記述内容を
採点。評価スケールに基づ
いて採点される。

― ―

①大学の教員、高級中学の教師、
大学院生等
②まず、専門家が採点をして、他の
採点者が評価する方法をとる。その
後1つの答案に対して4点以上の差

があった場合は更に再採点を行う。
それでも点差があった場合は、さら
に2回ピアレビューする機会が与え

られる。1つの答案につき、最大5回

のチェックが行われる。

― ―

95.6％（2018年）※7 88.1％（2019年） 個別の大学が選抜に利用
約74.5％（2017年、定員規模から

見た予想合格率）※8 個別の大学が選抜に利用
個別の大学が選抜

に利用

外国語科目にスピーキン
グを出題している場合の
①採点者
②採点方法

外国語科目にライティング
を出題している場合の
①採点者
②採点方法

①試験会場、
②試験監督者
③採点者

合格率 個別の大学が選抜に利用

アメリカ

※7 出典：各州文部大臣会議「Schnellmeldung Abiturnoten 2019 an Gymnasien, Integrierten Gesamtschulen, Fachgymnasien, Fachoberschulen und Berufsoberschulen-vorläufige Ergebnisse-（2018年度）」
※8 「諸外国の教育動向2018年度版」、p.149
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○総合型選抜（ＡＯ入試）
（概要）

詳細な書類審査と時間をかけた丁寧な面接等
を組み合わせることによって、入学志願者の能
力・適性や学修に対する意欲、目的意識等を総
合的に判定する入試方法。

①入学志願者本人が記載する活動報告書、大学
入学希望理由書及び学修計画書等を積極的に
活用。

②入学志願者の能力・意欲・適性等を多面的・
総合的に評価・判定する。なお、高度な専門
知識等が必要な職業分野に求められる人材養
成を目的とする学部・学科等における選抜で
は、当該職業分野を目指すことに関する入学
志願者の意欲・適性等を特に重視した評価・
判定に留意。

③「見直しに係る予告」で示した評価方法等＊
又は大学入学共通テストのうち少なくともい
ずれか一つを必ず活用。

（時期）
出願期間は９月1日～(令和３年度は15日～)
結果発表は11月1日～

学力検査を課す場合の試験期日は
2月1日～3月25日

（時期）
出願期間は11月1日～
結果発表は12月1日～
（一般選抜の試験期日の10日前まで）

学力検査を課す場合の試験期日は
2月1日～3月25日

○学校推薦型選抜（推薦入試）
（概要）

出身高等学校長の推薦に基づき、調査
書を主な資料として判定する入試方法。

この方法による場合は、以下の点に留
意する。

①「見直しに係る予告」で示した評価方
法等＊又は大学入学共通テストのうち少
なくともいずれか一つを必ず活用。

②推薦書の中に、入学志願者本人の学習
歴や活動歴を踏まえた学力の３要素に関
する評価や、生徒の努力を要する点など
その後の指導において特に配慮を要する
ものがあればその内容について記載を求
める。

③募集人員は、学部等募集単位ごとの入
学定員の５割を超えない範囲で定める。

（時期）
学力検査を課す場合の試験期日

は2月1日～3月25日
結果発表は～3月31日まで

○一般選抜（一般入試）
（概要）

調査書の内容、学力検査、小論
文、入学志願者本人が記載する資
料の他、エッセイ、面接、ディ
ベート、集団討論、プレゼンテー
ション、各種大会や顕彰等の記録、
総合的な学習の時間などにおける
生徒の探究的な学習の成果等に関
する資料やその面談等により、入
学志願者の能力・意欲・適性等を
多面的・総合的に評価・判定する
入試方法。

＊例えば、小論文等、プレゼンテーション、
口頭試問、実技、各教科・科目に係るテスト、
資格・検定試験の成績等。＊例えば、小論文等、プレゼンテーション、

口頭試問、実技、各教科・科目に係るテスト、
資格・検定試験の成績等。



８．入学者選抜の実施状況等
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平成31年度入学者選抜における受験者数等

大学進学者数 66.5万人

（うちH30年度高等学校卒業者58.3万人（87.7%））

大学786校、61.5万人（うちH30年度高等学校卒業者53.6万人（87.2%））

短大331校、 5.0万人（うちH30年度高等学校卒業者 4.7万人（94.3%））

現役生（志願者）※

46.5万人

各大学の個別入試
大学入試センター試験※

既卒者（志願者）※

10.7万人

国公立大学の一般入試：
センター試験を一次試験として実施し、二次試験に

当たる個別学力検査については、大学・学部等の目的、
特色、専門分野等の特性に応じ、各大学が実施

私立大学の一般入試：
各大学のアドミッションポリシーに応じ、①セン

ター試験のみ、②個別学力検査のみ、③その両方を課
すといった多様な選抜で、各大学が実施

既卒者の大学入学志願者

7.7万人

注１）数値については千人未満は四捨五入している。
注２）学校基本調査に基づく既卒者の大学入学志願者は、卒業した高校等が把握している数値であり、大学入試センター試験に出願する既卒者の数値とは一致しない。
注３）高等学校には、高等学校全日制・定時制・通信制のほか、中等教育学校後期課程及び特別支援学校高等部を含む。
注４）現役生46.5万人及び既卒者10.7万人と志願者数57.7万の差分（0.5万人）は、高卒認定試験合格者（0.4万人）や外国の学校（12年の課程）修了者（0.03万人）等による。

国語51.7万人、数学39.2万人、英語53.8万人

高等学校卒業者数 113.4万人
※高等学校（全日制・定時制）4,887校、高等学校（通信制のみ）113校、

中等教育学校後期課程 54校、特別支援学校高等部 1,002校

大学入学志願者 65.8万人
大学 61.0万人

短大 4.8万人

志願者数 57.7万人

受験者数 54.6万人

出願高等学校数 4,501校

【出典】令和元年度学校基本調査（※についてはH31（2019）年2月大学入試センター公表資料より）
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推薦入試
34.7％

（211,005人）

平成12年度(ＡＯ入試調査開始年度)に比べて、ＡＯ入試、推薦入試を経由した入学者が大きく
増加しており、入試方法の多様化が進んでいる。

一般入試
65.8%

（389,851人）

推薦入試
31.7%

（188,083人）

AO入試
1.4%

（8,117人）

その他
1.1%

（6,827人）

一般入試 推薦入試 アドミッション・オフィス入試 その他

（注）「その他」：専門高校・総合学科卒業生入試、社会人入試、帰国子女・中国引揚者等子女入試など

【平成12年度】 【平成31年度】

（入学者計：592,878人） （入学者計：616,602人）

一般入試
53.0%

（326,643人）

推薦入試
36.8%

（227,006人）

AO入試
9.9%

（61,127人）

その他
0.3%

（1,826人）

【出典】平成31年度国公私立大学・短期大学入学者選抜実施状況の概要



平成31年度入学者選抜実施状況の概要 （国公私立別平成12年との比較）

124（注）「その他」：専門高校・総合学科卒業生入試、社会人入試、帰国子女・中国引揚者等子女入試など

【国立大学】 【公立大学】 【私立大学】

一般入試
88.3%

（90,182 人）

推薦入試
10.2%

（10,392 人）

AO入試
0.3%

（318 人）

その他
1.2%
1,262 

一般入試
60.1%

（281,319 人）

推薦入試
37.2%

（174,121 人）

AO入試
1.7%

（7,773 人）

その他
1.1%

（5,047 人）

一般入試
81.7%

（18,350 人）

推薦入試
15.9%

（3,570 人）

AO入試
0.1%

（26 人）

その他
2.3%

（518 人）

（入学者計：102,154人）
（入学者計：22,464人） （入学者計：468,260人）

文部科学省大学入試室調べ

平
成
12

年
度
入
学
者
数

平
成
31

年
度
入
学
者
数

一般入試
45.6%

（221,396人）
推薦入試

42.6%
（206,672人）

AO入試
11.6%

（56,184人）

その他
0.3%

（1,254人）

（入学者計：485,506人）

一般入試
83.2%

（81,459人）

推薦入試
12.2%

（11,990人）

AO入試
4.1%

（4,016人）

その他
0.5%

（442人）

（入学者計：97,907人）

一般入試
71.7%

（23,788人）

推薦入試
25.1%

（8,344人）

AO入試
2.8%

（927人）

その他
0.4%

（130人）

（入学者計：33,189人）



大学入試センター試験の利用状況（平成31年度入試）
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注）平成31年度から公立化した公立千歳科学技術大学は、私立大学に含む。

センター試験のみ

747人

0.8%

個別入試と併用

77,596人

81.3%

センター試験利用入試

78,343人

82.1%

一般入試

78,343人

82.1%

ＡＯ入試・推薦入試等

17,050人

17.9%

センター試験のみ
579人
1.9%

個別入試と併用
21,902人

71.2%

センター試験利用入試
22,481人

73.1%

個別入試
（センター不利

用）

20人
0.1%

一般入試
22,501人

73.2%

AO入試・推薦入試等
8,242人
26.8%

センター試験のみ
51,890人

10.9%
個別入試と併用

11,985人
2.5%

センター試験利用入試
63,875人

13.4%

個別入試
（センター不利用）

208,347人

43.6%

一般入試
272,222人

57.0%

AO入試・推薦入試等
205,291人

43.0%

センター試験のみ
53,216人

8.8%
個別入試と併用

111,483人
18.5%

センター試験利用入試

164,699人

27.3%

個別入試

（センター不利用））

208,367人

34.5%

一般入試

373,066人

61.8%

AO入試・推薦入試等
230,583人

38.2%

国公私立大学（全760大学）のうち、672大学（全大学の88.4％）がセンタ－試験利用入試を行い、

うち、519大学（全大学の68.3％）がセンター試験のみで合否判定を行っているものの、募集人員は少ない。

国公私計
【募集人員：603,649人】

国立大学
【募集人員：95,393人】

公立大学
【募集人員：30,743人】

私立大学
【募集人員：477,513人】

令和２年３月２日時点速報値 文部科学省調べ



令和２年度大学入試センター試験
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【目的】
大学入学志願者の高等学校段階における基礎的な学習

の達成の程度を判定することを主たる目的として、大学
が共同して実施。

【試験期日】
・本 試 験：令和2年1月18日（土）、19日（日）
・追（再）試験 ：令和2年1月25日（土）、26日（日）

※試験は1/13日以降の最初の土日に実施

【志願者数、利用大学数等】
・志願者数：557,699人

［対前年度▲ 19,131人］
・受験者数：527,072人

［対前年度▲19,126人］
・試験場数：689試験場

［対前年度▲４試験場］
・利用大学数：706大学

［対前年度＋３大学］
（内訳）

国立 82大学
公立 91大学
私立 533大学

152短期大学
［対前年度＋３短期大学］

（内訳）
公立 13短期大学

私立 139短期大学

【令和２年度試験時間割】
※出題教科科目数 ６教科30科目（第１回（平成２年） ５教科18科目）

期 日 出題教科・科目 試験時間

令和2年

1月18日（土）

地理歴史

公 民

「世界史A」「世界史B」

「日本史A」「日本史B」

「地理A」「地理B」

「現代社会」「倫理」

「政治・経済」「倫理、政治・経済」

2科目受験

9:30～11:40

1科目受験

10:40～11:40

国 語 「国語」 13:00～14:20

外国語
「英語」「ドイツ語」「フランス語」

「中国語」「韓国語」

【筆記】

15:10～16:30

【リスニング】

「英語」のみ

17:10～18:10

1月19日（日）

理科①
「物理基礎」「化学基礎」

「生物基礎」「地学基礎」
9:30～10:30

数学① 「数学Ⅰ」「数学Ⅰ・数学A」 11:20～12:20

数学②
「数学Ⅱ」「数学Ⅱ・数学B」

「簿記・会計」「情報関係基礎」
13:40～14:40

理科②
「物理」「化学」

「生物」「地学」

2科目受験

15:30～17:40

1科目受験

16:40～17:40



大学入試センター試験参加大学数の推移

私立大学の利用拡大により利用大学数は、センター試験開始当初の約６倍に増加

※私立大学のセンター試験成績の利用の仕方は多様であり、例えばセンター試験成績のみで合否判定をする方式や
個別試験の成績と併用する方式などがある。
センター試験成績のみで合否判定を行っているのは募集人員全体の一部 (10.9％, H31年度入試)である。

令和2年度試験 858大学･短期大学
（平成2年度試験 148大学）

127【出典】独立行政法人大学入試センター提出資料



大学入試センター試験 新卒志願者数の推移

128【出典】独立行政法人大学入試センター提出資料を一部加工
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大学入試センター試験新卒志願者の出願先の推移

129【出典】独立行政法人大学入試センター提出資料を一部加工
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※２ 「センター試験 未利用者」は、受験したものの成績を利用しなかった者



令和２年度大学入試センター試験科目別受験者数（本試験）
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受 験 者 数 （ 人 ）
本試験受験者全体に占める
割 合 （ ％ ）

国 語 498,200 94.55%
世 界 史 Ａ 1,765 0.33%
世 界 史 Ｂ 91,609 17.39%
日 本 史 Ａ 2,429 0.46%
日 本 史 Ｂ 160,425 30.45%
地 理 Ａ 2,240 0.43%
地 理 Ｂ 143,036 27.15%
現 代 社 会 73,276 13.91%
倫 理 21,202 4.02%
政 治 ・ 経 済 50,398 9.56%
倫 理 ， 政 治 ・ 経 済 48,341 9.17%
数 学 Ⅰ 5,584 1.06%
数 学 Ⅰ ・ 数 学 Ａ 382,151 72.53%
数 学 Ⅱ 5,094 0.97%
数 学 Ⅱ ・ 数 学 Ｂ 339,925 64.51%
簿 記 ・ 会 計 1,434 0.27%
情 報 関 係 基 礎 380 0.07%
物 理 基 礎 20,437 3.88%
化 学 基 礎 110,955 21.06%
生 物 基 礎 137,469 26.09%
地 学 基 礎 48,758 9.25%
物 理 153,140 29.06%
化 学 193,476 36.72%
生 物 64,623 12.26%
地 学 1,684 0.32%
英 語 518,401 98.39%
ド イ ツ 語 116 0.02%
フ ラ ン ス 語 121 0.02%
中 国 語 667 0.13%
韓 国 語 135 0.03%

ﾘｽﾆﾝｸﾞ 英 語 512,007 97.17%

　　年　　度　　

外
　
国
　
語

数
　
　
　
学

筆　記

数学①

数学②

理科②

令和２年度

公 民

理
　
　
科

理科①

教科・科目名

国 語

地 理 歴 史

【出典】独立行政法人大学入試センター「令和２年度大学入試センター試験実施結果の概要」を元に作成

受験者数（本試験）526,901人



大学入試センター試験受験者に対する受験科目数の割合
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区 分 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 令和２年度

受 験 者 合 計 536,828人 547,892人 554,212人 546,198人 527,072人

平 均 受 験 科 目 数 5.59 5.55 5.52 5.53 5.54 

８ 科 目 受 験 者 2.3% 1.9% 1.8% 1.6% 1.5%

７ 科 目 受 験 者 54.7% 54.2% 53.5% 54.0% 54.5%

６ 科 目 受 験 者 4.5% 4.4% 4.6% 4.6% 4.7%

５ 科 目 受 験 者 5.3% 5.3% 5.2% 5.2% 5.1%

４ 科 目 受 験 者 8.7% 8.5% 8.7% 8.3% 8.4%

３ 科 目 受 験 者 20.9% 22.2% 22.7% 22.6% 21.9%

２ 科 目 受 験 者 3.2% 3.1% 3.0% 3.1% 3.4%

１ 科 目 受 験 者 0.4% 0.4% 0.4% 0.4% 0.5%

【出典】独立行政法人大学入試センター「令和２年度大学入試センター試験実施結果の概要」を元に作成

（注1）受験率は、受験者合計に対する割合を示す。
（注2）理科①（基礎の付された科目）は、２科目で１科目と数えている。
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○大学による差異が小さい

志願者/募集人員 合格者/志願者 入学者/合格者 入学者/募集人員

志願倍率の分布 合格率の分布 歩留率の分布 定員充足率の分布

（単位：大学）

【出典】「平成30年度国公私立大学入学者選抜実施状況」（平成30年5月1日時点）、「平成31年度国公私立大学入学者選抜実施状況」（令和元年5月1日時点）を元に作成
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○国立大学と同様、大学による差異が小さい

志願者/募集人員 合格者/志願者

志願倍率の分布 合格率の分布 歩留率の分布

【出典】「平成30年度国公私立大学入学者選抜実施状況」（平成30年5月1日時点）、「平成31年度国公私立大学入学者選抜実施状況」（令和元年5月1日時点）を元に作成
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○大学によって入試状況のバラツキが大きい

○志願倍率は２極化

志願者/募集人員 合格者/志願者 入学者/合格者 入学者/募集人員

志願倍率の分布 合格率の分布 歩留率の分布 定員充足率の分布

（単位：大学）

【出典】「平成30年度国公私立大学入学者選抜実施状況」（平成30年5月1日時点）、「平成31年度国公私立大学入学者選抜実施状況」（令和元年5月1日時点）を元に作成



平成31年度大学入学者選抜（一般入試）の実施状況の例
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○国立大学

大学種別
合格者／
募集定員

合格者
－募集定員

① 総合大学（関東）－規模Ｄ 102.0% 58

② 総合大学（関西）－規模Ｄ 108.0% 230

③ 総合大学（中国）－規模Ｄ 114.3% 288

④ 総合大学（東北）－規模Ｅ 120.1% 244

⑤ 総合大学（四国）－規模Ｅ 107.5% 64

⑥ 総合大学（九州）－規模Ｅ 111.8% 157

⑦ 単科医科大学 100.0% 0

⑧ 単科工業大学 112.0% 97

⑨ 単科教育大学 107.1% 84

⑩ 単科教育大学 116.9% 14

○私立大学

大学種別
合格者／
募集定員

合格者
－募集定員

① 総合大学（関東）－規模Ａ 257.9% 8,548

② 総合大学（関東）－規模Ａ 409.1% 16,653

③ 総合大学（関西）－規模Ａ 254.3% 10,061

④ 総合大学（関西）－規模Ａ 228.0% 7,294

⑤ 総合大学（関西）－規模Ａ 349.6% 19,553

⑥ 総合大学（関東）－規模Ｂ 388.0% 12,662

⑦ 総合大学（関東）－規模Ｂ 421.8% 13,653

⑧ 総合大学（関東）－規模Ｃ 215.9% 4,355

⑨ 総合大学（関東）－規模Ｃ 267.2% 5,091

⑩ 総合大学（関東）－規模Ｃ 360.9% 8,110

⑪ 総合大学（関西）－規模Ｃ 392.8% 11,104

⑫ 総合大学（東北）－規模Ｅ 291.2% 2,757

⑬ 総合大学（関東）－規模Ｅ 285.6% 2,441

⑭ 総合大学（四国）－規模Ｅ 336.9% 1,997

⑮ 単科医科大学 163.6% 77

⑯ 単科工業大学 293.4% 2,862

※大学種別のＡＢＣ等の規模の表記は、各大学の募集定員に基づいて以下のとおり区分けしている

Ａ：5,000人以上、B：4,000人以上5,000人未満、Ｃ：3,000人以上4,000人未満、

Ｄ：2,000人以上3,000人未満、Ｅ：2,000人未満

※各大学のホームページで公開されている合格者数及び募集定員に基づいて文部科学省で作成

※同一大学内で同時に複数学部等へ併願する者も含む



AO入試における学力把握措置（平成28年度）
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○AO入試を実施する学部（1,387学部）
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推薦入試における学力把握措置（平成28年度）
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○推薦入試を実施する学部（2,170学部）
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（注） １．令和元年７月末現在。（設置認可申請中等の予定のものを含む。）
２．学部内の募集単位により選抜方法が異なる場合には、それぞれの箇所に計上している。
３．下段は、入学者選抜実施大学・学部数に対する割合を示す
４．募集人員に外国人留学生を対象とする選抜分は含まない。
５．総合問題：複数教科を総合して学力を判断する総合的な問題
６．実技検査：主として実技による授業を行う美術、工芸、音楽、体育等に関する学部等（教員養成学部にあっては主専攻）において、

学力検査のほか、実技に関する検査を課すこと

文部科学省大学入試室調べ

区分 国立 公立 計

募集人員 95,164人 31,782人 126,946人

区分 大学 学部 大学 学部 大学 学部

入学者選抜の
実施大学・学部数

82 401 91 203 173 604

小論文
63 160 66 104 129 264

76.8% 39.9% 72.5% 51.2% 74.6% 43.7%

総合問題
25 37 17 20 42 57

30.5% 9.2% 18.7% 9.9% 24.3% 9.4%

面接
67 174 62 90 129 264

81.7% 43.4% 68.1% 44.3% 74.6% 43.7%

実技検査
46 52 18 23 64 75

56.1% 13.0% 19.8% 11.3% 37.0% 12.4%

リスニング
8 18 2 3 10 21

9.8% 4.5% 2.2% 1.5% 5.8% 3.5%
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センター試験
（英語）の要否

英語民間試験
の要否

個別学力検査
（英語）の有無

選抜方法例

◎ × ◎

◎ ☆ ◎

●茨城大学（工・前期日程）
〔セ：５教科７科目＋個：数・理・外の合計〕
　外部の英語検定試験で大学の指定する点数以上の得点を取得していれば、その成績をみなし
得点に換算し、２次試験の英語の成績と比較し、高得点の成績を採用する。（※２次試験の英語
の受験は必須。）

●国際教養大学（国際教養・Ａ日程）
〔セ：５教科５科目＋個：国・英の合計〕
　外部の英語検定試験で大学の指定する点数以上の得点を取得していれば、大学入試センター
試験の英語を満点換算。（※大学入試センター試験の英語の受験は必須。）

◎ ☆ ☆

●千葉大学（国際教養・前期日程）
〔セ：５教科７科目＋個：数or地歴・国or理・外の合計〕
　外部の英語検定試験で大学の指定する点数以上の得点を取得していれば、２次試験の英語の
得点を満点換算か、得点に所定の点数を加点（満点が上限）。なお、満点換算者は２次試験の外
国語試験の受験免除。

◎ ◎ ×

●東京海洋大学（海洋生命科・前期日程）
〔セ：５教科７科目＋個：数・理の合計〕
　出願要件として、外部の英語検定試験で大学の指定する点数以上の得点を取得していることが
必要。

多くの国公立大学で実施

【国公立大学の例】

【センター試験、個別学力検査について】
◎：英語を課している ×：課していない ☆：英語民間試験で一定の点数以上を取得していれば、２次試験での英語免除

【英語民間試験について】
◎：要 ×：否 ☆：必ずしも受験は必須ではないが、一定の点数以上を取得していれば合否判定に利用
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【私立大学の例】

【センター試験、個別学力検査について】
◎：英語を課している ×：課していない ☆：英語民間試験で一定の点数以上を取得していれば、２次試験での英語免除

【英語民間試験について】
◎：要 ×：否 ☆：必ずしも受験は必須ではないが、一定の点数以上を取得していれば合否判定に利用

センター試験
（英語）の要否

英語民間試験
の要否

個別学力検査
（英語）の有無

選抜方法例

× × ◎

× ◎ ◎
●青山学院大学（国際政治経済・国際政治学科・Ｂ方式）
〔個：外・国〕
　出願要件として、外部の英語検定試験で大学の指定する点数以上の得点を取得していることが必要。

× ◎ ×

●早稲田大学（文化構想・英語４技能テスト利用型）
〔個：国・地歴〕
　出願要件として、外部の英語検定試験で大学の指定する点数以上の得点を取得していることが必要。

●東京理科大学（工・グローバル方式）
〔個：数・理〕
　出願要件として、外部の英語検定試験で大学の指定する点数以上の得点を取得していることが必要。個
別試験で英語は課さず、外部の英語検定試験の結果を素点換算した上で合否判定に利用。

◎ × ×

◎ × ◎

◎ ☆ ×

●立教大学（経済・センター利用入試）
〔セ：外・国・地歴or公民・数・理〕
　外部の英語検定試験の換算得点と大学入試センター試験の英語のいずれか高得点の方を合否判定に
利用。（※大学入試センター試験の英語の受験は必須。）

多くの私立大学で実施

私立大学のセンター試験利用入試

（個別学力検査なし）

私立大学のセンター試験＋個別学力検査
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第２章 大学入試センター試験の改善
（２）良質な試験問題の出題

（前略）良質な試験問題の出題という観点からは，過去に出題された問題や類似した問題を再利用できるよう
にすることが必要である。このため，大学入試センターにおいて，良質な問題の収集と分析評価を行い，このよ
うにして収集し評価した試験問題をデータベース化したアイテムバンクを構築することが必要である。

構築したアイテムバンクは，大学入試センター試験の試験問題の作成の充実に役立てるとともに，将来的に
は，各大学に試験問題の素材を提供し，各大学が試験問題を作成するに当たって利用できるようにすることが必
要である。（後略）

入試過去問題活用宣言参加大学は，次に掲げる方針を宣言するものです。
1.  入試過去問題を大学コミュニティの共有財産との考えの基に，本宣言参加大学は，自大学の入試過去問題を参加

大学間で使用することを承認します。
2.  本宣言参加大学は，入試過去問題を活用したとしても，それに安易に依存することなくアドミッションポリシー

にしたがい，入試問題を作成します。
3.  入試過去問題をそのままの形で使用することも，一部改変して使用することも可能とします。
4.  入試過去問題使用の責任はすべて使用大学に帰します。
5.  入試過去問題活用宣言への参加は，入試要項などで事前に公表し，使用過去問題については，入試終了後，原問

題作成大学に通知すると同時に，受験生に分かるような形で公表します。
6.  入試過去問題活用は平成20年度入試（平成20年2-3月実施）から開始します。

【「入試過去問題活用宣言」参加大学数（令和２年10月１日時点）】
国立大学：36大学 公立大学：26大学 私立大学：82大学 ※岐阜大学が幹事

大学入試の改善について（平成12年11月22日大学審議会答申）（抄）

入試過去問題活用宣言（平成19年４月）（抄）
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○教育再生実行会議第四次提言（H25.10）以降、各大学は積極的に入学者選抜改革に取り組んでいる。

東京大学 学校推薦型選抜の導入

目 的

求める学生

多様な学生構成の実現と学部教育の更なる活性化を目指し、

平成28年度入試から日本の高校生等を対象に、学校推薦型選抜（旧推薦入試）を開始。

本学の総合的な教育課程に適応しうる学力を有しつつ、特定の分野や活動に関する

卓越した能力 や 極めて強い関心 や 学ぶ意欲 を持つ志願者を求める。

合否判定
提出書類･資料 面接等 大学入学

共通テスト
の成績各学部で定める

推薦要件をもとに

総合的に評価

令和３年度からの対応

① 学校１校あたりの推薦可能な人数 2人 4人

② 各種提出様式の簡素化・共通化（高等学校（長）側の負担の低減）

③ コロナ禍の状況における柔軟な選抜実施

募集人員 法 ：
経済：
文 ：
教育：
教養：
工 ：
理 ：

農：
薬：
医：

10名程度
10名程度
10名程度
5名程度
5名程度

30名程度
10名程度

10名程度
10名程度
5名程度• 学部ごとの募集（科類ごとではなく）

• 医学部医学科にも出願可能
• 出願時に志望した学部･学科等へ進学

（学部3年～）

うち医学科3名程度
健康総合科学科2名程度

合計：100名程度

京都大学「特色入試」の導入・拡大

平成28年度に「高大接続・入試センター」を設置

平成28年度入試から、学部に応じ、学力型の総合型選抜又は学
校推薦型選抜等により行う「特色入試」を導入。平成30年度入
試からは全学部全学科に拡大し、継続的に募集人員の増加に努
めている。
（平成28年度：108人→令和２年度：158人）

東北大学 「学力重視のAO入試」

平成12年度から導入(国立大学で初)⇒20年以上かけて発展

【東北大学のコンセプト】
・第１志望の志願者の機会
・学力重視のAO入試
・一般選抜と同じ学生像

【入試設計のリフォーム】
・全学体制化
・筆記試験重視
・高大連携強化

高校教員出身特任教授

6名(専門性重視)採用

令和３年度入試において

AO入試拡大３割達成

募集人員2,377名中

752名（31.6%)（見込み）

【高校・受験生の理解】
・高大連携 ⇒ モティベーション向上
・努力目標の明確性
・受験リスクの最小化

平成28年度からAO入試拡大3割方針

＝

※全募集人員3,060名
（Ｒ２年度）

※全募集人員2,821名（Ｒ２年度）
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立教大学 自由選抜入試（総合型選抜）

すべての学部で「自由選抜入試」を導入。
すべての学部で英語資格・検定試験のスコアを活用。

志望学部 に関連 し た 高 い能力 を 持つ者 、 学業以外の諸活
動 にお い て秀で た個性 を 持つ者 を 選抜 。

＜導入例＞ 経済学部自由選抜入試「思考力入試」
・「正解のない経済社会」に立ち向かう人材を求め、従来の入試では測れ

なかった、分析力、解決力、社会変革力を総合的に評価。
・書類選考後に、総合科目（主に現代の政治や経済に関する知識や関心、

基礎的な数学的分析能力を問う）、面接試験で選考。

大阪大学「AO・推薦入試」の導入・拡大

平成29年度入試から、全学部において「AO入試」又は
「推薦入試」を導入。平成３１年度入試にかけて募集人員

（3,255人）の約10％ （360人）まで段階的に規模を拡大。

①高校での学び：「ロジカル・フラワー・チャート」を活用し
自分なりの「問い」を立て自分なりの「方法」で自分なりの
「答え（最適解）」を見つける「探究」型資質・能力を育成

《接続》

②大学入試：

出願書類

「ロジカル・フラワー・チャー
ト」を活用した入試で「探究」
型の資質・能力等を判定

面接：多文化環境で学び
成長できる可能性を判定

《接続》

③大学での学び：
大学（初年次）教育へ

立命館アジア太平洋大学『自分の頭で考える』力を
測る『世界を変える人材育成入試』

お茶の水女子大学「新フンボルト入試」の導入

平成29年度入試から、AO入試をより独創的で丁寧な選抜方法
にブラッシュアップ、受験生のポテンシャルを評価。

プレゼミナール（第１次選考）
大学の授業＝学問の世界を実体験→レポート
作成＋提出書類等で総合的に一次選考
高校２年生もセミナー受講可（高大接続）

第２次選考（２日間）

図書館入試 実験室入試

資料を自由に使っ
てじっくりレポー
ト作成＋グループ
討論・個別面接

①実験・データ分
析、②自主研究課
題ポスター発表、
など

◎募集人員を拡大
旧AO定員10名→20名に倍増

◎実施状況
出願数 ﾌﾟﾚｾﾞﾐ受講者

H29 198 (9.9倍) 358
H30   192 (9.6倍)         382
R1     177 (8.9倍)         364

◎合格者に対する手厚い入学前教育
を実施
11月合格者研修会
在学生をチューターとして配置

◎本学の特色ある教育システムに
シームレスに接合
21世紀型文理融合リベラルアーツ
複数プログラム選択履修制度
グローバル教育（海外留学推進）

※全募集人員452名（Ｒ２年度）

（文系） （理系）

※自由選抜入試の募集人員：約300名程度／全募集人員：4,604人（Ｒ２年度）
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入学者の高等学校等在籍時の
データ（調査書等）

入学後のデータ

追跡

データを基にしたPDCA
サイクルを回し続ける。

卒業後のデータ

東京都立大学「学力の３要素評価のための
「調査書等」を活用した評価手法」の開発

調査書等の分析を通じ、志願者、合格者、入学者それぞれの高等
学校等段階での活動履歴の特徴を分析。

質の高い入学者選抜実施のためにデータを活用し検証を繰り返す。

入学後に活躍する人材の活動履歴の特徴を明らかにし、それを
入試で評価できる仕組みを作る。

令和３年度入試から全ての入試区分において「調査書等」を
合格者の判定に活用。

＋

＋

立正大学 「高大接続Advance入試」の導入

平成31年度入試から「学力の３要素」をより多面的に評価
することを主たる目的とした高大接続Advance入試とし
て、AO入学試験ゼミナール型入試を新設。

問題解決能力・コミュニケーション能力の見極めに、より時間を
かけた選抜方法を加え、募集人員を拡大。

【第１次選考】
・講義の受講
・受講後、当日課題の作成・提出
・書類審査（志望理由・調査書等）

【第１次選考合格者】
・与えられた課題について２次
選考までに調べ学習を行い、第
２次選考の際に持参する。

【第２次選考】
・ゼミナール形式にて、課題について
のプレゼンテーション、およびグルー
プディスカッションを実施。
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平成26年度から、高校生の学ぶ意欲と姿勢、基礎学力を育てて大学受験ができるよう
にすることを目的として、受験前から「学ぶことについて考える」「アイデンティ
ティの形成」「基礎学力向上」の機会となるアサーティブプログラムとその成果を発
揮できるアサーティブ入試を導入した。導入後の分析結果を踏まえて、全学でカリ
キュラムマップの作成、検定テストと学生ポートフォリオ（オイナビ）の導入、行動
して学び、学びながら行動するWILプログラムの導入など教育改革につなげている。

ガイダンス

個別面談

アサーティブプログラム

インターネットを利用した
学習プログラム

一次試験：グループディスカッション
基礎学力適性検査

二次試験：面接

アサーティブ入試

入学前学習

振り返りを促す
アサーティブノート

平成31年度入試では、アサーティブプログラムを受講し入学した者が全学の
17.7％だが、３年後は３割を目指す。

追手門学院大学「アサーティブ入試」の展開

佐賀大学 ICTを活用した評価手法の導入

東京外国語大学 「英語スピーキングテスト」の導入

ブリティッシュ・カウンシルと共同開発した
英語スピーキングテスト「BCT – S」を前期日程試験で利用

平成31年度入試 新設の「国際日本学部」で利用 (受験者108名)

令和３年度入試 全学部で利用予定 (受験者約1,800名を想定)

＊ただし、コロナ感染の影響で1年延期

筆記試験(３技能)と組み合わせ、大学で英語４技能を独自に評価

他大学でも広く利用可能な英語スピーキングテストへ発展！

活用

担当 問題作成 → 東京外国語大学

採点集計 → ブリティッシュ・カウンシル

問題作成のポイント

高等学校学習指導要領に準拠した「スピーキング」

CEFRスケールにおけるA1～B2程度を判定する問題

問１（A2.1-A2.2）受験者自身についての説明

問２（B1.1-B1.2）理由や説明を明確にして自分の意見を述べる。

問３（B1.1-B1.2）写真の描写や比較を理由や説明と共に述べる。

問４（B2.1-B2.2）抽象的なトピックスで自身の経験や意見を述べる。

コンピュータ・タブレット利用、全体12 分

採点集計のポイント

定期的に訓練を受けた国外在住の試験官によるヒューマンレイティング

採点基準の明確化（公開資料）

３日程度で採点終了

セキュリティと公平性の担保

セキュリティ度の高い安全なテストプラットフォーム

特別措置により様々なサポート（拡大字、スクリーンリーダー実装）
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国際基督教大学「総合教養」科目の導入

平成27年度入試から一般入試において、「総合教養（ATLAS）」科
目を導入。

・リベラルアーツの基礎となる人文科学、社会科学、自然科学を
統合した学力を判断する総合問題

・特定のテーマについての15分程度の講義を聴き、その内容及び
関連する論述や資料に関する設問に回答 ※試験時間：80分

・広い領域への知的好奇心を持って、さまざまな課題に対応する
能力（コンピテンシー）を評価

令和３年度入試から一般選抜前期日程に「総合選抜」を導入。
全入学定員の約25％を募集。※体育専門学群を除く

・学群・学類の枠に依らない「文系」「理系Ⅰ」「理系Ⅱ」「理
系Ⅲ」の区分により選抜。
・１年間の主体的かつ幅広い分野の学修を経て、本人の志望と、
入学後の成績や適性に基づき、２年次から所属する学群・学類を
決定。
・入学後に学問分野を俯瞰しながら専門を定め、自らのキャリア
を主体的に切り拓きたい人のための入試。
・前期日程（総合選抜）では「調査書」を点数化して主体性等を
評価。

筑波大学「総合選抜」の導入
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上智大学

青山学院大学

一般選抜「個別学部日程」では、 一部の学部を除き、 大学入学
共通テストと各学部の独自試験を組み合わせた方式を導入。この
方式では、大学入学共通テストで「基礎的な学力」を測り、加え
て各学部のアドミッションポリシーに基づいた独自の個別試験で
は、「記述式を含む総合的な問題」または「記述式を含む個別科
目問題」や「小論文」を課して実施することにより、受験生の自
ら考える力を評価する。

知識量偏重型の選抜試験から、
思考力・判断力・表現力を測る学力の総合的な評価へ。

一般選抜のＷＥＢ出願時に「主体性」「多様性」「協働性」
に関する経験を記入させる。調査書に記載するのではなく、
受験生本人が自身の経験を振り返り文章化（100字～500字）。
記入内容は入学後の学部での教育の参考資料として活用する
（入試における合否判定の対象とはしない）。

政治経済学部、国際教養学部、スポーツ科学部の一般選抜に
おいて、従来の３教科型入試を廃止し、大学入学共通テスト
および学部独自試験を課す方式に変更。

例：政治経済学部
●大学入学共通テストでは、外国語、国語、選択科目（地歴
公民など）および、入学後のカリキュラム改革（数学の素養
が必要となる統計学やミクロ・マクロ経済学入門などの必修
科目化等）に対応する形で、数学Ｉ・Ａを必修として課す。
●学部独自試験として「総合問題（試験時間：120分）」の
みを課す。総合問題は日英両言語による長文読解形式とし、
従来の英語、国語、日本史、世界史、数学などの科目の枠を
超えた総合的な内容とする。入学後の学びに繋がるような社
会科学分野の文章・グラフ・表などを正しく理解し、自らの
見解を論理的に記述できる能力を評価する。

商学部の一般選抜において、英語外部検定試験を利用できる
方式（出願資格及び加点）を新規導入。国際教養学部・文化
構想学部・文学部では従来の利用方法を継続。これにより一
般選抜で英語外部検定試験を利用できる学部は13学部中４学
部に拡大。

早稲田大学

全学部（入試制度の異なる国際教養学部を除く）の一般選抜におい
て、従来の3教科型入試を廃止し、大学入学共通テストおよび学部
学科独自試験を課す方式に変更。これは、基礎的な学力（知識・技
能）に加えて、高度な文章理解力、論理的思考力、表現力、各学問
分野への意欲・適性を備えた入学者を受け入れることを目的として
いる。

一般選抜全方式にて、４技能検定試験結果を活用。
①TEAPスコア利用型では、これまでのTEAPスコア活用法であった

出願基準利用から得点換算利用に変更。
②学部学科試験・共通テスト併用型では、検定試験結果を任意で利

用可能とし、CEFRレベルに応じて共通テストの英語の得点に上限
付きで加点する。

③共通テスト利用型では、検定試験結果の提出は基本的に不要だ
が、CEFR B２以上の試験結果を提出した場合、共通テストの英語
において、みなし得点として利用可能。
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愛媛大学「調査書」と「活動報告書」の活用

全ての入試区分において「調査書等の出願書類」を書類のみ又は面
接等との組合せにより点数化することで、合格者の判定に活用。

令和3年度入試から全学部で、
・一般選抜：

「調査書」単独で、あるいは面接等と合わせて点数化。
単独の場合、合計配点の4～9％。

・総合型選抜及び学校推薦型選抜：
「活動報告書（四国５国立大学共通様式）」を課し、「調査書」等
と併せて評価する。

※「活動報告書」は四国５国立大学共通出願サイトからオンライン入力。


	20201126-mxt_daigakuc02-000011142_8.pdfから挿入したしおり
	6．記述式問題の経緯
	7．我が国の入試制度の概要
	8．入学者選抜の実施状況等


